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研究成果の概要（和文）： 本研究により青森県が特に人口減少対策として力を入れているのが、「交流人口：
海外からの観光客などの呼び込み」が中心であることがわかった。また地元の産業については徐々に「循環人口
：技能実習生や介護福祉士」が増加していることも判明した。これに対し、多文化共生がすすんでおり「共生人
口：永住者および帰化者」の割合が高くなっている地域があることも明らかになった。ただしそれぞれ独立した
対策となっているため、人口減少対策としての外国籍住民の導入に関しては「交流」→「循環」→「共生」の流
れを作る必要性が指摘される。このモデルを中心として各産業および具体的な事例を分析することで、現状と課
題がより明確になった。

研究成果の概要（英文）：The results of the study indicated that the main policies of Aomori 
prefecture for dealing with decreasing prefectural population are related to the non-resident 
population, such as attracting inbound tourists. It is also found that in some areas the symbiotic 
population (such as naturalized citizens and people in the process of becoming one) is increased.  
Further findings indicated that the circulating population, such as students who come to Japan for 
internship to learn skills and becoming social care workers, have also increased. In some areas, the
 ratio of the symbiotic population was higher than other places, although the prefectural policies 
are not integrated for such circumstances, it seems that the non-resident, circulating, and 
symbiotic populations should be considered within one integrated policy which is based on the common
 frame. 
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１．研究開始当初の背景 
人口減少および少子高齢化が進むことに
よって地方の空洞化、すなわち産業や文化の
衰退に伴う「地方社会の崩壊」が懸念されて
いた。この問題に対する一つの解決策として、
海外からの人材活用が指摘され、技能実習制
度、EPAに基づく外国人看護師・介護福祉士
候補者受け入れ制度、留学生の 30 万人受け
入れ政策がすすめられていた。 
青森県においても上記の制度・政策を念頭
に、海外からの人材を受け入れる体制を整え
つつあった。しかしながら外国籍者数、受け
入れ実績ともに少なく、早急に現状を調査す
る必要があった。さらに今後の人口減少対策
としての外国籍者の活用も考えた、外国籍者
の「社会統合政策」を進め、そのモデルとな
るような考え方を提示する必要にせまられ
ていた。 

 
２．研究の目的 
研究の目的は、人口減少によって基幹産業
や地元文化に影響がでつつある地域におい
て、積極的に外国籍者を活用でき、さらに彼
らを将来的に国民へ編入できるような「外国
籍者の社会統合政策」のモデルを構築するこ
とにあった。具体的には青森県を事例に研究
を進めた。 
なお学術的には次の 3点が研究目的であっ
た。①多文化共生から外国籍者の「社会統合
政策」へ一歩すすんだ議論を行うこと、②ニ
ューカマーとオールドカマーの議論を接合
し、よりよい「日本型移民社会のモデル」を
構築すること、③地域研究と移民研究の複合
領域の研究をすすめ日本社会の課題を相補
的、すなわち「グローカル」に考察すること
であった。 

 
３．研究の方法 
 本研究では主に、現状把握のため聞き取り
調査を行い、それをもとに人口減少対策とし
ての外国籍者導入、社会統合モデルを構築し
た。特に調査においては地域および産業（在
留資格）別の二通りの調査を行った。 
具体的には青森市、三沢市、八戸市、弘前
市の関係各諸機関（行 
政、教育関連、技能実習生受け入れ機関、
福祉機関など）を訪問。また実際に働いてい
るベトナム人実習生、ネパール人、フィリピ
ン人等の永住者、留学生、軍属のアメリカ人
などに話を聞き、現状と今後の課題をまとめ
た。 
  
４．研究成果 
（1）外国人住民地域統合モデル 
 まず本研究により地元自治体が人口減少
対策として行っているのが、「交流人口：観
光客などの呼び込み」が中心であることがわ
かった。また地元の産業については徐々に
「循環人口：技能実習生や介護福祉士」が増
加していることも判明した。これに対し、三

沢市などではすでに多文化共生がすすんで
おり「共生人口：永住者および帰化者」の割
合が高くなっていることも明らかになった。
そのため、人口減少地域における人口対策と
しての外国籍住民の導入に関しては「交流」
「循環」「共生」の流れを作る必要性が指摘
される。このモデルを中心として各産業およ
び具体的な事例を分析することで、現状と課
題がより明確になった。 
  
 図：青森を事例とした各人口の募集例 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
（2）青森の交流人口と課題 
交流人口においては①観光交流、②経済交流、
③国際交流の視点から分析することができ
る。①観光交流における人口は青森県が最も
力を入れている分野であり、特に県内の祭り
やイベント、観光地を積極的にアピールし国
の内外を問わず宣伝している。この成果は毎
年同様の効果をもたらすか、さらに増大して
いる。②の経済交流については今後の取り組
みとして期待されている。例えば県内産の鶏
肉をハラルフードとしてイスラム圏の輸出
する取組や、ベトナムでの青森物産展の展開
など産業を通じた人の呼び込み、商品の売り
込みが行われている。③の国際交流において
は、姉妹都市交流が 2000 年代に入ってから
不足しており、今後の課題となっている。今
後は台湾、韓国、ベトナム、中国の各都市と
の交流が増えると考えられる。 
 
表：青森県の姉妹都市実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ ． 主 な

 
（一般社団法人自治体国際化協会 HP,2017 佐々木編） 

 

 



（3）循環人口の分析と課題 
 循環人口の中心は他県と同様に、青森県で
も技能実習生である。特に近年ではベトナム
からの人材が増えつつある。青森の場合は、
リンゴ、ホタテなど農業と水産（加工）業が
盛んである。そのためそれらの産業に今後ま
すます海外からの労働力が必要とされてい
る。実際にここ数年ではその数が増えている。
また三沢基地の軍属も循環人口に入れるこ
とができるだろう。おおよそ 8000 人の軍属
が働いているといわれているが、その多くは
ローテーションで赴任してくる。この軍属関
連のサービス業が街の活性化を促している
側面がある。 
 課題としてはこれらの循環人口は青森で
はほぼ不可視化していることである。そのた
め一部の NGO、NPO、日本語学校関係者の負担
が今後も増大していく可能性がある。行政主
導で全面的な受け入れ態勢が今後望まれる。 
 
（4）共生人口にむけて 
 人口減少、限界集落、地方消滅などといっ
たセンセーショナルなフレーズに、「自分た
ちのこと」と意識している青森においては、
人口の増加こそ最も大きな課題である。残念
ながら、「交流」→「循環」→「共生」とつ
なぐ回路はいまだ見えていない。 
 それでも青森県においては自ら土地を選
択し、共生している外国籍住民は少なからず
存在する。本調査ではインド料理店を営むネ
パール人、日本人男性と結婚したフィリピン
人女性、米軍基地の米兵を相手に飲食店を営
む経営者などから聞き取りを行った。そこで
は「人の暖かさ」「自然のよさ」「安全・安心
な環境」といったものが指摘されていた。昨
今の移住促進は国内をターゲットにしてい
るが、一歩すすんで海外からの移住も視野に
入れることも考える時期に入っているとい
えるだろう。 
 
（5）まとめと今後の検討課題 
 3 年間の調査結果により明らかになったの
は次の点である。 
 ①青森県自体が外国籍住民に関してほと
んど興味をしめしていない。もしくはそこま
で手が回っていない。櫛引（2015）のメディ
ア関係の調査結果からも明らかであるが、そ
もそも受け入れ態勢が整っていない。何年か
前に自治体の外国人政策が話題になったが、
その時のままの状態であり、外国人観光客へ
の多言語サービスといった基本的な点から
現在見直されている状態である。 
 ②外国籍住民の受け入れ態勢ができてい
ないにも関わらず、ますます交流人や、技能
実習生を中心とする循環人口を今後増やし
ていく流れになっている。そのため受け入れ
で問題が起こってくるのは間違いない。早急
に相談窓口の整備、人員の確保が必要である。 
 ③どの自治体にもいえるが、「交流」「循環」
「共生」への一連の流れは意識されていない。

そのため住民としての意識が徐々に育つと
いうイメージがない。この点を考えると将来
的には観光でも、労働でも日本を選択しても
らえない可能性が出てくる。今後は海外から
の来日者にとって、労働においても生活にお
いても魅力的な地域となるために努力が必
要とされる。 
 これら①～③の課題を考えていくために、
継続的に調査を行い、県内の各自治体に提言
を行う必要性があることが明らかになった。 
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